
米国による関税措置等への対応に関する
     県ホームページ特設サイトの開設
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・正確かつタイムリーな情報発信のため、随時更新。
・県の相談窓口に加え、国の相談窓口や資料なども掲載。

こちらのQRコードをご活用ください



米国関税連絡会議について
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①正確な情報把握に基づく対応や国への要望などの検討、

②情報の周知方法の検討を目的に、庁内に連絡会議を設置。

米国関税連絡会議（知事、副知事）

経営管理部長

事務局：商工労働部

地方創生局長知事政策局長 農林水産部長
※その他部局も
状況に応じて参加

本日（4/10）、第１回連絡会議を開催

①正確な情報把握に基づく対応や国への要望などの検討：
 経済産業省やジェトロ、農林水産省、県内企業、団体、支援機関などからの情報整理
を行い、対応や国への要望などを取りまとめ

②情報の周知方法の検討:県HPや会合開催など、効果的な情報発信のあり方を検討
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